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 自立支援・重度化防止等に資するケアマネジメントに関する基本方針 

 

介護保険法では（要介護状態となっても）、その有する能力に応じ自立した日常生

活を営むことができるようにすること、（保険給付は）要介護状態の軽減若しくは悪

化の防止又は要介護状態となることの予防に資するものであり、医療との連携に十分

配慮すること（第二条２項）、国民は自ら要介護状態となることを予防し、健康の保持

増進に努め、要介護となった場合でも有する能力の維持向上に努めるもの（第四条１

項）と定められています。 

本市の人口は９１４，５３３人です。高齢者人口は、２８８，３３９人で、高齢者

人口はピークを迎え、高齢化率は３１．５％です。（住民基本台帳 令和６年９月末現在）  

今後は人口の減少とともに高齢者人口は減少しますが、２０３０年頃には後期高齢

者人口のピークを迎えます。 

北九州市は全国平均に比べて要介護認定率が高く令和５年３月において、６５歳以

上７５歳未満は５．６％、７５歳以上８５歳未満は２１．７％と上昇していき、８５

歳以上では６５％となっており、介護給付費の増加に伴って介護保険料は上昇し、全

国平均を上回っています。（第９期は基準額６，５９０円となりました。） 

要支援認定者や事業対象者のケアマネジメントの実施にあたっては、高血圧、糖尿

病等の生活習慣病発症予防・重症化予防や必要な治療の継続のためにケアマネジャー

が医療機関と連携することが必要です。  

医療機関との連携を通じて、医療費・介護給付費の高騰を招く脳血管疾患や虚血性

心疾患等重篤な後遺症を引き起こす疾患の予防や、それらの疾患に起因する認知症を

予防します。 

 地域包括支援センターでは地域ケア個別会議、ケアマネジメント研修、ケアプラン

の原案確認を通じてケアマネジャーを支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ケアマネジメントのプロセス確認シートは北九州市版介護予防サービス・支援計画作成マニュアルに掲載 
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ケアマネジメントの実施にあたって留意すること 

 

・感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護サービスが継続できるように

日頃から業務継続計画をもとに、シミュレーションを実施するなどの準備をしておく。 

 

・高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施※の観点から、利用者の特定健診や後期

高齢者の健康診査の受診の有無を確認し、未受診の場合は受診の勧奨を行う。 

  

・高齢者では生活習慣病に罹患している人が多数存在するため、筋骨格系疾患による

フレイル状態の利用者についても生活習慣病の受診状況や治療状況を合わせて確認

しておく。インテークの際には現病歴や既往歴を遺漏なく聞き取る。 

 

・家族介護者と要介護者、家族介護者を取り巻く地域社会環境は多様化していること

を踏まえ、家族介護者支援の視点を持ち、ケアマネジメントを行う。 

また、必要に応じて、家族支援のため、必要な機関につなげる。 

 

・北九州市が実施するケアマネジメント研修や各種団体が行う研修に参加し、自己研

鑽に努める。 

 

※高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施【高確法、国民健康保険法、介護保険法】 

・ 75 歳以上高齢者に対する保健事業を市町村が介護保険の地域支援事業等と一体的に実施する

ことができるよう、国、広域連合、市町村の役割等について定めるとともに、市町村等において、

各高齢者の医療・健診・介護情報等を一括して把握できるよう規定の整備が行われた。 
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介護予防支援・介護予防ケアマネジメント業務事務手順について 

 
１ 北九州市サービス・活動事業（予防給付型・生活支援型）について 

令和６年度の介護報酬改定に伴い、事業名称が「介護予防・生活支援サービス事業」から「サ

ービス・活動事業」へ変更されました。 
また、令和７年 4 月 1 日より介護職員等処遇改善加算の変更と業務継続計画未策定減算の適用

開始がありました。 
詳しくは市ホームページに掲載しております要綱・要領・解釈及び留意事項をご確認ください。 

単位につきましては市ホームページの「サービスコード表」をご参照ください。 

 
単価等の改正について  

＜改正内容＞ 

全サービス共通（予防給付型訪問サービス・予防給付型通所サービス・生活支援型訪問サービス・

生活支援型通所サービス） 

内 容 現 行 改定後 施行日 

（変更）介護職員等処遇改善加算 ― 要綱参照 

令和７月４月１日 

（開始）業務継続計画未策定減算 ― 100 分の 1 

 
 
２ 確認事項 
（１）利用・提供票について 
   参考様式としてホームページに掲載しています。様式内での自動計算は行われません。 
   ※事業所で使用しているソフト等で対応して頂いて構いません。その際、以下の内容に漏 

れがないように注意してください（ソフトにない場合は手書きで構いません）。 
    ①介護予防支援事業所（地域包括支援センター）及び事業所番号 

北九州市ホームページ 

トップページ > ビジネス・産業 >医療・ 福祉・健康・衛生（事業者向け）>福祉>事業

者のみなさまへのお知らせ>介護保険 > 介護予防・日常生活支援総合事業について>介護

予防・生活支援サービス事業（予防給付型及び生活支援型）に関する要綱 

https://www.city.kitakyushu.lg.jp/contents/16500250.html 

北九州市ホームページ 

トップページ > ビジネス・産業 >医療・ 福祉・健康・衛生（事業者向け）>福祉>事業

者のみなさまへのお知らせ>介護保険 > 介護予防・日常生活支援総合事業について>「予

防給付型」及び「生活支援型」サービスのサービスコード（事業者向け） 

https://www.city.kitakyushu.lg.jp/contents/16500209.html 
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   ②受託事業所（居宅介護支援事業所）及び事業所番号 
   ③担当者（CM）名及び介護支援専門員番号 
   ④認定有効期間（区分変更等による変更があった場合は、変更前の要介護状態区分と併 

せて、変更後の要介護状態区分及び認定の有効期間の記載が必要です） 

    ⑤介護予防サービス計画・介護予防ケアマネジメント作成依頼届出年月 

4



北九州市のサービス・活動事業の考え方 

 
Ⅰ 介護予防・日常生活支援総合事業の体系 

  介護予防・日常生活支援総合事業は、要支援１・２の者及び事業対象者が利用する「サービス・

活動事業」と、６５歳以上のすべての高齢者を対象にした「一般介護予防事業」から構成されてい

る。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護予防・ 

日常生活支援

総合事業 

サービス・活動事

業 

一般介護予防事業 

訪問型サービス 

（第 1号訪問事業） 

通所型サービス 

（第 1号通所事業） 

介護予防ケアマネジメント 

（第1号介護予防支援事業） 

北九州市予防給付型訪問サービス 

北九州市生活支援型訪問サービス 

北九州市短期集中予防型訪問サービス 

北九州市予防給付型通所サービス 

北九州市生活支援型通所サービス 

北九州市短期集中予防型通所サービス 

【対象】 

①要支援１・２ 

②事業対象者（※） 

※基本チェックリストに該当し、介

護予防ケアマネジメントの依頼をし

た者 

③継続利用要介護者 

（補助により実施されるサービス） 

※北九州市住民主体による生活支援 

のみ対象 

 

【対象】 

①65 歳以上の高齢者 

②その支援のための活動に関わる者 

※短期集中予防型サービス、及び事業対象者については、地域包括支

援センターがケアマネジメントを行う。住民主体による生活支援のみ

の利用者については、ケアマネジメントは行わない。 

北九州市住民主体による生活支援 

※対象者は①②を含む住民 

北九州市共生型通所サービス 

北九州市共生型訪問サービス 

介護予防・日常生活支援総合事業の体系図（令和６年４月時点） 
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Ⅱ サービス・活動事業（予防給付型・生活支援型） 

※詳細な単位数は市ホームページに掲載する「サービスコード表」を参照。 

１ 訪問型サービス（第１号訪問事業）※令和６年４月時点 

（１）サービス内容・提供主体 

サービス名称 サービス内容・提供主体 

北九州市予防給付型訪問サービス 
従前相当サービス（旧介護予防訪問介護と同じ） 
専門的なサービスであるため、介護保険事業者のみが提供

可能。 

北九州市生活支援型訪問サービス 

生活援助のみ 
※平成１２年３月１７日発老計第１０号「訪問介護におけ

るサービス行為ごとの区分等について」の範囲内（P135
参照） 
※介護保険事業者を含め、多様な主体が提供可能。 
 ただし、（３）の指定基準を満たし、市の指定を受ける

必要がある。 
（２）サービス単価                       ※１単位＝１０．２１円 

予防給付型 生活支援型 

週１回        １，１７６単位／月 
週２回        ２，３４９単位／月 
週２回超（※）    ３，７２７単位／月 
※要支援２のみ利用可能 

週１回          ９２１単位／月 
週２回        １，８４０単位／月 
週２回超（※）    ２，７６２単位／月 
※要支援２のみ利用可能 

※加算等の詳細は市ホームページに掲載する「北九州市第１号訪問事業及び第１号通所事業の実施に関する要綱」

を参照 
（３）指定基準 

 予防給付型 生活支援型 

人

員 

○管理者※1 … 常勤・専従１以上 

○訪問介護員等 … 常勤換算 2.5 以上 

＜資格要件＞ 

介護福祉士等 

○サービス提供責任者 … 常勤の訪問介

護員等のうち、利用者 40人に対し１人以上

※２ 

＜資格要件＞ 

介護福祉士、実務者研修修了者 

※1 支障がない場合、他の職務、他事業所等の職

務に従事可能。 

※2 一部非常勤職員も可能。 

○管理者※1 … 専従１以上 

○従事者 … 必要数 

＜資格要件＞ 

介護福祉士、介護職員初任者研修等修了者 

又は一定の研修受講者 

○訪問事業責任者… 従事者のうち必要数

（目安：利用者 50人に対し 1 人以上） 

＜資格要件＞ 

 従事者に同じ 

※1 支障がない場合、他の職務、他事業所等の職

務に従事可能。 

 ※設備基準及び運営基準は、いずれも旧介護予防訪問介護と基本同様。 

※詳細は、市ホームページに掲載する「北九州市予防給付型訪問サービス及び生活支援型訪問サービスの人員、設

備及び運営の基準等に関する要綱」を参照。 
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（４）サービス提供責任者と訪問事業責任者の取扱いについて（令和元年１０月１日から適用） 

訪問介護と予防給付型訪問サービスと生活支援型訪問サービスを一体的に行う場合、パターン 

１又はパターン２のどちらかの条件を満たさなければならない。 

パターン１ 

サービス提供責任者 
利用者数 

訪問介護      予防給付型 生活支援型 

1 1～４０ 

2 ４１～８０ 

3 ８１～１２０ 

※ パターン１の場合、全てのサービスの利用者の合計数が４０人に対し１人以上のサービス提供 

 責任者が配置されていれば、別途、訪問事業責任者を配置する必要はない。（兼務可） 

パターン２ 

サービス提供責任者 
利用者数 

訪問事業責任者 
訪問介護    予防給付型 生活支援型 

1 1～４０ 

１～ 必要数 2 ４１～８０ 

3 ８１～１２０ 

※ パターン２の場合、訪問介護と予防給付型訪問サービスのサービス提供責任者は生活支援型 

 訪問サービスの訪問事業責任者を兼務することはできない。 

   生活支援型訪問サービスにおける訪問事業責任者の必要数の目安は、生活支援型訪問サービス 

  利用者数が概ね５０人につき１人以上とする。 

 

２ 通所型サービス（第１号通所事業）※令和６年４月時点 

（１）サービス内容・提供主体 

サービス名称 サービス内容・提供主体 

北九州市予防給付型通所サービス 
従前相当サービス（旧介護予防通所介護と同じ） 
専門的なサービスであるため、介護保険事業者のみが提供

可能。 

北九州市生活支援型通所サービス 

半日タイプ（２～３時間程度）のミニデイサービス 
※介護保険事業者を含め、多様な主体が提供可能。 
 ただし、（３）の指定基準を満たし、市の指定を受ける

必要がある。 
 
（２）サービス単価                       ※１単位＝１０．１４円 

予防給付型 生活支援型 
要支援１、事業対象者 １，７９８単位／月 
要支援２       ３，６２１単位／月 
 
 

要支援１、事業対象者 １，４１４単位／月 
要支援２       ２，７７９単位／月 
※送迎がある場合     ＋９０単位／月 
※入浴がある場合    ＋１０５単位／月 

※加算等の詳細は市ホームぺージに掲載する「北九州市第１号訪問事業及び第１号通所事業の実施に関する要綱」を

参照 
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（３）指定基準 

 予防給付型 生活支援型 

人

員 

○管理者※ … 常勤・専従１以上 

○生活相談員 … 専従１以上 

○看護職員 … 専従１以上 

○介護職員  

～15人 … 専従１以上 

 15 人～ … 利用者１人に専従 0.2 以上 

（生活相談員・介護職員の１以上は常勤） 

○機能訓練指導員 … １以上 

※支障がない場合、他の職務、他事業所等の職務に

従事可能。 

○管理者※ … 専従１以上 

○従事者  

 ～15 人 … 専従１以上 

 15 人～ … 利用者１人に必要数 

 

 

 

 

※支障がない場合、他の職務、他事業所等の職務に

従事可能。 

設

備 

○食堂・機能訓練室（3 ㎡×利用定員以上） 

○静養室・相談室・事務室 

○消火設備その他の非常災害に必要な設備 

○必要なその他の設備・備品 

○サービスを提供するために必要な場所  

（3 ㎡×利用定員以上） 

○消火設備その他の非常災害に必要な設備 

○必要な設備・備品 

 ※運営基準は、いずれも旧介護予防通所介護と基本同様。 
※詳細は、市ホームページに掲載する「北九州市予防給付型通所サービス及び生活支援型通所サー

ビスの人員、設備及び運営の基準等に関する要綱」を参照。 
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３ その他 

（１）利用者負担 

  予防給付型・生活支援型のいずれも介護予防給付の利用者負担割合と同様。 

（原則１割、一定以上所得者は２～３割） 

 

（２）区分支給限度額 

予防給付とサービス・活動事業とを合算して以下のとおり限度額を設定する。 
要支援２相当のサービス量が必要な場合は、必ず要支援認定が必要である。 

①要支援１、事業対象者    ５，０３２単位 
  ②要支援２         １０，５３１単位 
 
（３）給付制限 

   サービス・活動事業については、当面実施しない。 
   ただし、予防給付は従来どおり給付制限を適用するため、予防給付とサービス・活動事業とを

併用する場合は、予防給付分について給付制限が適用されることに注意する必要がある。 
 

（４）利用者負担を軽くする制度 

サービス・活動事業においても、以下のとおり、災害時や低所得者を対象にした利用料軽減制

度を実施する。 

 予防給付型 生活支援型 
高額介護予防サービス費相当事業 ○ ○ 

高額医療合算介護予防サービス費相当事業 ○ ○ 

社会福祉法人利用者負担額軽減制度事業 ○ × 

障害者ホームヘルプ利用者支援措置事業 ○ × 

災害時の利用料減免制度 ○ ○ 

 
（５）事業費等の請求方法 

・委託を受けた居宅介護支援事業者は地域包括支援センターに委託料を請求する 
・サービス提供事業者は国保連に事業費を請求する  ※仕組みは従来と変わらない。 

 居宅介護支援事業者 サービス提供事業者 

対象者 利用サービス 
マネジメント費 

請求先 
給付管理票 

提出先 
事業費等請求先 

要支援者 

予防給付のみ 

統括支援 
センター 

統括支援 
センター 

国民健康保険連合会 

予防給付 
＋総合事業 

総合事業のみ 

事業対象者 総合事業のみ 
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Ⅲ サービス・活動事業（共生型）※詳細は市ホームページ参照 
１ 共生型とは 

  地域包括ケアシステムを深化・推進していく観点から、「地域共生社会の実現に向けた取り組み」

等が推進されることとなり、平成２９年障害者総合支援法等改正（地域包括ケア強化法）では、 
  ①障害者が６５歳以上になっても使い慣れた事業所においてサービスを利用しやすくする、 
  ②地域の実情に合わせて(特に中山間地域など)、限られた福祉人材の有効活用 
 という観点からデイサービス、ホームヘルプサービス、ショートステイについて、高齢者や障害者

が共に利用できる「共生型サービス」を介護保険、障害福祉それぞれに位置付けました。 
（実施時期：令和２年４月１日～） 
 
２ 北九州市共生型サービス単価等 ※令和６年４月時点 

※計算後の小数点以下は切り捨て（介護報酬費用額の算定方法を適用） 

【その他】 

〇利用者負担   介護予防給付の利用者負担と同様。原則１割、一定以上所得者は２～３割 

〇区分支給限度額 介護予防給付とサービス・活動事業とを合算して以下のとおり限度 

        額を設定する。 

         ①要支援１、事業対象者  ５，０３２単位 

         ②要支援２       １０，５３１単位 

〇利用者負担を軽くする制度 

 （「介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン」（H27.6.5 老発 0605 第５号通知の別紙より） 

利用者負担を軽くする制度 共生型 

高額介護予防サービス費相当事業 〇 

高額医療合算介護予防サービス費相当事業 〇 

社会福祉法人利用者負担額軽減制度事業 × 

障害者ホームヘルプ利用者支援措置事業 × 

災害時の利用料減免制度 〇 

 なお、高額障害福祉サービス等給付費制度では、障害福祉サービスに相当する介護保険サービスに

は、介護予防サービスは含まれないとあることから、本市の共生型サービスも同様とする。 

 指定居宅介護等の提供に当たる者 

の基準 
サービス単位 

共生型訪問

サービス 
・指定居宅介護事業所で障害者居宅介護従事者等 

・基礎研修課程修了者等により行われる場合 
予防給付型訪問サービス費の７０％

（例：週 1 回 1,176 単位→823 単位） 
・指定居宅介護事業所で重度訪問介護従業者養成 

 研修修了者により行われる場合 

・指定重度訪問介護事業所が行う場合 

予防給付型訪問サービス費の９３％

（例：週 1 回 1,176 単位→1094 単位） 

共生型通所

サービス 
・指定児童発達支援事業所が行う場合 

・指定放課後デイサービス事業所が行う場合 
予防給付型通所サービス費の９０％

（例：要支援１ 1,798 単位→1,618 単位） 
・指定生活介護事業所が行う場合 予防給付型通所サービス費の９３％ 

（例：要支援１ 1,798 単位→1,672 単位） 
・指定自立訓練事業所が行う場合 予防給付型通所サービス費の９５％

（例：要支援１ 1,798 単位→1,708 単位） 

10



Ⅳサービス・活動事業（短期集中予防サービス・活動Ｃ） 
１ 短期集中予防サービス（第１号訪問事業及び第１号通所事業）※令和７年４月時点 

（１） 対象者 

対象者 
① 要支援１，２の方 
② ６５歳以上の方で、認定結果が非該当で、基本チェックリストにより生活機能の低下が

みられ、本サービスの利用を希望する方 
 

（２） サービス内容・利用者負担 

 

（３）注意事項 
 ◎以下のご病気に当てはまる場合は、病状等により、利用できないことがあります。 

① 最近６ヶ月以内に心臓発作、脳卒中を起こした。 

② 急性の肝機能障害、慢性のウィルス性肝炎の活動期である。 

③ 糖尿病があり、 

・過去に低血糖発作を起したことがある。 

・空腹時血糖200mg/dl以上である。 

・糖尿病でHbA1cの値が8.4以上である。 

・網膜症、腎症などを合併している。 

④ 血圧値が収縮期血圧180mmHg以上、または、拡張期血圧110mmHg以上である。 

⑤ 脳血管疾患やアルツハイマー病などで認知症がある。 

⑥ 何らかの心臓病（狭心症・心不全・重症不整脈）がある。 

⑦ 急性期の整形外科的疼痛、および、神経症状がある。 

⑧ 骨粗しょう症で、かつ、圧迫骨折の既往がある。 

⑨ 慢性閉塞性肺疾患（慢性気管支炎・肺気腫など）で息切れ・呼吸困難がある。 

⑩ その他、本サービス等の実施によって、健康状態が急変あるいは悪化する危険 

性がある。 

⑪ その他、医師が運動の禁止や制限が必要と判断している。 

種別 訪問・通所連動コース 訪問コース 栄養訪問コース 

内容 ・アセスメント訪問・評価訪問 
理学療法士又は作業療法士が

自宅に訪問して日常生活の様子

を伺いながら、動作の仕方や工夫

などのアドバイスを行う。 
・通所サービス 

運動を中心とした様々なプロ

グラム（運動機能向上、栄養改善、

口腔機能向上等）を週１回、３か

月間行う。 

・訪問サービス 

理学療法士又は作業

療法士が訪問し居宅や

地域での生活環境を踏

まえた評価を行い、実

際の生活環境下で、動

作や道具の工夫、心身

機能を向上するための

ホームプログラムを助

言する。 

・訪問サービス 

管理栄養士が訪問

し居宅での生活状況を

踏まえた評価・動機付

け・実践支援・フォロ

ーアップなどを助言す

ることで、食に関心を

持ち、自己管理能力を

養成できるよう支援す

る。 

利用者

負担 
４，５００円 なし なし 

11



Ⅴ 介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支援事業） 

（１）介護予防支援と介護予防ケアマネジメントの違い 

訪問看護や福祉用具貸与などの予防給付を利用する場合や、予防給付とサービス・活動事業を併

用する場合は、従来の介護予防支援を継続する。一方で、サービス・活動事業のみを利用する場合

は、介護予防ケアマネジメントに移行する。 
ケアマネジメント様式や作成方法は従来から変わるものではないが、統括支援センターに提出す

る委託料の請求書（雑用）は「介護予防支援」分と「介護予防ケアマネジメント」分とに分けて作

成する必要がある。 
 介護予防支援 介護予防ケアマネジメント 

提供主体 
地域包括支援センターもしくは 

指定を受けた居宅介護支援事業者 
委託を受けた居宅介護支援事業者 

提供 
サービス 

予防給付（訪問看護、福祉用具貸与など）

のみ 
予防給付＋サービス・活動事業（予防給付

型・生活支援型） 

サービス・活動事業（予防給付型・

生活支援型）のみ 

委託料 
新規            ６,６００円／件 

継続            ３,９００円／件 

委託連携加算        ２,７００円／件  

  
（２）初回加算の考え方 

サービス担当者会議を行い、新規に作成したケアプランに利用者の同意を得ていれば、初回加

算の算定は可能である。 

   現行の考え方に加えて、以下のとおり算定できる。 
初回加算の算定は、介護予防支援の基準に準じることとされており、 

  ○新規に介護予防ケアマネジメントを実施する場合（介護予防ケアマネジメントの実施が終了し

て２月以上経過した後に、介護予防ケアマネジメントを実施する場合） 
  ○要介護者が要支援認定を受け、あるいはサービス事業対象者として介護予防ケアマネジメント

を実施する場合に算定できる。 
   要支援者がサービス事業対象者に移行する場合、要支援者に相当する者であることに変わりな

いため、初回加算の算定を行うことはできない。 
介護予防支援から介護予防ケアマネジメントに移行する場合、またその逆についても初回加算

の算定を行うことはできない。 
 
（３）委託連携加算について（令和３年度～） 

地域包括支援センターが居宅介護支援事業所に委託を行いやすい環境整備を進める観点から、

委託時に居宅介護支援事業者との適切な情報連携等を評価する新たな加算が創設されました。 
＜根拠＞ 

○「介護保険法施行規則第百四十条の六十三の二第一項第一号に規定する厚生労働大臣が 
定める基準」（令和 3 年厚生労働省告示第 72 号）令和 3 年 3 月 15 日公布 

○「指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事 
項について（平成 18 年 3 月 17 日老計発第 0317001 号、老振発第 0317001 号、老老発第 
0317001 号） 
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（３）介護予防ケアマネジメントの流れ 

   介護予防ケアマネジメントの考え方は従来と大きく変わらないが、生活支援型のサービス利用

のみの場合、下記のとおり実施する。 
   サービス担当者会議を省略することができるが、以下のような場合は会議を開催する。なおサ

ービス担当者会議省略する場合は、支援経過に判断根拠を具体的に記載する。 

① 初回プラン作成時または更新時 

② 利用者の身体状況や生活環境に変化がある場合 

③ 暫定プランで対応する場合 

④ 利用者や家族等が希望する場合 

⑤ 利用者・関係者等の状況に応じて判断 

(例)・利用者の判断能力や理解力の低下が疑われる場合、家族の協力が必要な場合 

      ・利用者の身体状況や生活環境に変化がある場合（同居家族の変化、入退院時等） 

       ・支援者の役割分担の確認が必要な場合 

       ・キーパーソンが居ない場合（緊急時の対応などを話し合う） など 

 

 

＜ケアマネジメントの流れ＞ 

該当サービス 予防給付型（共生型） 生活支援型 短期集中予防型 

介
護
予
防
・
ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 

アセスメント ○ ○ ○ 
原案作成 ○ ○ ○ 
サービス担当者会議 ○ 一部省略可 ○ 
利用者への同意・説明 ○ ○ ○ 
ケアプラン確定・交付 ○ ○ ○ 

モニタリング 

少なくとも 
面接１回／３ヶ月※ 
電話または訪問 

１回／月 

少なくとも 
面接１回／６ヶ月※ 
電話または訪問 

１回／月 

サービス利用中 
面接１回／３ヶ月※ 
電話または訪問１回／月 

サービス終了後 
サービス終了から 3，6

ヶ月後に訪問 

評価 ○ ○ ○ 
※原則、自宅を訪問し、面接による実施が必要。 

 

 

 

※市外のサービス事業所については、北九州市の指定を受けているか確認してください。 
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※モニタリング実施について 

「モニタリングは、指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介

護予防のための効果的な支援の方法に関する基準第３０条第１６号ロ（１）及び（２）の要件を満

たしている場合、サービスの提供を開始する月の翌月から起算して３月ごとの期間のうち、少なく

とも２期間に１回は利用者の居宅を訪問することによって面接を行うときは、利用者の居宅を訪問

しない期間において、テレビ電話装置等を活用して、利用者に面接することができる」となった。 

「指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のため

の効果的な支援の方法に関する基準について（平成 18年 3 月 31日老振発第 0331003 号、老老発第

0331016 号）」に則り、実施すること。 

ただし、委託契約におけるモニタリング実施においては、テレビ電話装置等を活用する場合は、

北九州市情報セキュリティ対策基準の外部サービス利用基準「ウェブ会議サービスを適切に利用す

るための利用手順」を参照すること。 
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15

外部サービス利用基準
（令和５年４月１日デジタル市役所推進室）抜粋
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16

外部サービス利用基準
（令和５年４月１日デジタル市役所推進室）抜粋

16



【事業対象者の流れ】 

①区役所介護保険窓口に要介護・要支援認定の申請をする。 

②認定結果で非該当になった場合、具体的な困りごとがある場合は、地域包括支援センター 

に相談する。 

③地域包括支援センターでサービス（支援）が必要と判断されたら、基本チェックリストを 

活用する。 

④基本チェックリストにおいて基準に該当する場合は、地域包括支援センターが当該基本チ 

ェックリストと介護予防ケアマネジメント依頼届出を区役所介護保険担当に提出し、事業 

対象者（被保険者証交付）と認定される。 

  ＊事業対象者のケアマネジメントは、地域包括支援センターが行う。（ケアプランは最長６か 

月） 

  ＊事業対象者と要支援認定者では利用できるサービスに違いがあるので、注意する。 

（事業対象者は、介護予防給付にかかるサービスを利用できない。） 
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基本チェックリスト（様式第一） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 枠内に「事業対象者に該当する基準」①～⑦を記載し、いずれかを○で囲む。 

＜各区処理欄＞ 
 

  に該当   ・   非該当 
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事業対象者に該当する基準 
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